
常 勤 (11¶230¶488)
12¶830¶227

(1¶644)
2¶000

(1¶357¶921)
1¶405¶566

(125)
173

教 職 員 非 常 勤 (`)
2¶083¶536

(`)
1¶290

(`)
11¶920

(`)
162

計 (11¶230¶488)
14¶913¶764

(1¶644)
3¶290

(1¶357¶921)
1¶417¶486

(125)
335

常 勤 (11¶319¶104)
12¶919¶095

(1¶650)
2¶006

(1¶362¶277)
1¶409¶922

(126)
174

合 計 非 常 勤 (`)
2¶086¶232

(`)
1¶291

(`)
11¶920

(`)
162

計 (11¶319¶104)
15¶005¶327

(1¶650)
3¶297

(1¶362¶277)
1¶421¶842

(126)
336

Ĵ 開示すべきセグメント情報 （単位：千円）

区 分 事務管理組織 学部研究科等 附 属 学 校 附 属 病 院 研究系附属施設 教育系附属施設 そ の 他 の
附 属 施 設 法 人 共 通 合 計 摘 要

業 務 費 用 1¶518¶743 10¶603¶616 1¶087¶139 22¶900¶463 1¶125¶565 1¶255¶800 301¶878 ` 38¶793¶208

業 務 費 1¶244¶117 10¶242¶356 1¶086¶766 22¶108¶606 1¶125¶164 1¶249¶815 301¶778 ` 37¶358¶605

教 育 経 費 22¶915 1¶142¶287 279¶968 36¶758 ` 208¶238 26¶317 ` 1¶716¶485

研 究 経 費 2¶215 1¶165¶208 ` 227¶911 549¶119 1¶185 31¶278 ` 1¶976¶920

診 療 経 費 ` ` ` 13¶774¶169 ` ` ` ` 13¶774¶169

教育研究支援経費 1¶842 36¶915 ` ` ` 436¶878 70¶150 ` 545¶787

受 託 研 究 費 12¶575 617¶062 ` 15¶082 28¶418 23¶759 13¶215 ` 710¶113

受 託 事 業 費 3¶945 44¶339 191 209¶509 ` 62¶489 37¶951 ` 358¶426

人 件 費 1¶200¶623 7¶236¶542 806¶607 7¶845¶175 547¶625 517¶263 122¶864 ` 18¶276¶701

一 般 管 理 費 274¶570 358¶257 373 96¶441 397 5¶951 100 ` 736¶091

財 務 費 用 56 3¶003 ` 695¶415 2 34 ` ` 698¶512

業 務 収 益

業 務 損 益

1¶581¶516 10¶567¶389 1¶057¶586 23¶503¶868 1¶105¶210 1¶197¶701 314¶686 36¶903 39¶364¶863

運営費交付金収益 640¶831 6¶055¶739 674¶045 3¶392¶368 620¶242 484¶469 73¶106 ` 11¶940¶803

学 生 納 付 金 収 益 689¶200 2¶203¶327 261¶949 ` 109¶429 486¶602 95¶230 ` 3¶845¶739

附 属 病 院 収 益 ` ` ` 19¶311¶955 ` ` ` ` 19¶311¶955

受 託 研 究 等 収 益 19¶191 620¶332 ` 15¶219 28¶436 23¶759 22¶276 ` 729¶215

受 託 事 業 等 収 益 25¶778 56¶962 191 226¶574 ` 65¶252 39¶068 ` 413¶829

寄 附 金 収 益 488 493¶434 4¶423 124¶991 38¶740 3¶547 4¶219 ` 669¶844

財 務 収 益 ` 0 ` ` ` 58 ` 36¶903 36¶962

62¶773 �36¶226 �29¶553 603¶405 �20¶355 �58¶098 12¶807 36¶903 571¶654

雑 益 206¶026 1¶137¶593 116¶976 432¶758 308¶361 134¶012 80¶784 ` 2¶416¶512
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１．人件費の定義は、基本的に「ガイドライン」によることとする。ここでいう常勤職員とは、ガ
イドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再雇用職員」から受託研究費等に
より雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇
用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことである。

２．上段（ ）書きは、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成
16年６月３日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必
要がある役職員」の支給額を内数で記載している。
３．役員に対する報酬等の支給の基準の概要並びに教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準
の概要
役員に対する報酬等の支給の基準
役員の報酬等については、国立大学法人群馬大学役員報酬規則に基づき支給している。
役員に対する退職手当の計算方法
役員の退職手当については、国立大学法人群馬大学役員退職手当規則に基づき支給している。
教職員に対する給与の支給の基準
教職員に対する給与については、国立大学法人群馬大学教職員給与規則に基づき支給してい
る。
教職員に対する退職手当の計算方法
教職員に対する退職手当については、国立大学法人群馬大学教職員退職手当規則に基づき支
給している。

４．教職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員数によって記載している。
５．上記支給額には、賞与引当金繰入額、退職給付費用、法定福利費及び児童手当拠出金を含んで
いない。
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